
22年度予算については、14府省、約2，000件の経費について、データを集計・解析。
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事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　環境省は環境省設置法第４条第３号に基づき環境保全経費の見積り方針の調整を行い、その結果を資料に取りまと
め、国会等に説明している。環境保全経費の見積り方針の調整は、平成１８年４月７日に閣議決定された第３次環境基
本計画を踏まえて実施する。
　関係府省から提出される環境保全経費データは、多岐の分野にわたる莫大なデータが環境省に送付される。これら
のデータを効率良く集計・解析するシステムを構築し、これを用いて環境保全経費の見積りの方針の調整に係る結果を
取りまとめている。さらに、国会等に説明するための印刷製本を行う。

　環境保全経費の見積り方針の調整及び取りまとめにおいては、環境基本計画を踏まえ、環境保全に係る施策が政府
全体として効率的、効果的に展開されることを目指す。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

22

執行率 100% 150% 150%

事業番号 ２６５

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　( 環境省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

昭和46年環境保全経費見積調整費

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

　一部改善
　
　(長期にわたり実施しているため、支出内容等について適宜見直しを行い、効率的な事業実施に努めるべき。)

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

関係府省から提出される環境保全経費データは、多岐の分野にわたる莫大なデータが環境省に送付されているが、近
年、関係府省が環境関連予算の提出に時間を要しており、短い集計期間となってしまっているため、システム処理経費
が増となっている。
このため、引き続き、関係府省に環境保全経費とりまとめのスケジュールを示し、データの整理・提出に協力を求めて
いく。

データ集計・解析するシステム構築については、定期的に環境省担当官に報告されており、業務の進捗を把握してい
る。
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19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 2

総事業費(執行ベース) 2 3 3

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 環境計画課

上位政策

環境計画課長
正田　寛

総合環境政策局

一般会計

担当部局庁

環境政策の基盤整備

2

3 3

関係する計
画、通知等

環境省設置法第４条第３号 －

22年度 23年度要求



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

環境省

３百万円

Ａ．(株)インテージ

３百万円

【一般競争入札・請負】

関係各府省における環境保全経費等に

係るデータを概算要求段階及び政府予

算案決定段階において取りまとめるた

め、予算の入力等システムを作成すると

ともに、集計・解析の作業補助にあたる。



費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.株式会社インテージ E.

使　途 金　額
(百万円）

雑役務費 システム構築費 3

計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 3

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 0 計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計


